
平成２１年２月市議会定例会

一　般　質　問　通　告　書

（通告者１６名）



順
位

質問事項
答 弁 を
求める者

備 考

１ ５番　菊地　忍

教育長

市　長
教育長
教育長

２ 福祉施策に
ついて

市　長

市　長

３ 市役所の駐
輪場について

市　長

２ ７番　沼田喜一郎

市　長

市　長

市　長

消防長

消防長

３ １８番 　山田龍太郎

１ 教育行政に
ついて

教育長

２ 幼児教育に
ついて

教育長(1)「幼児教育のあり方検討委員会」で議論されてい
る「幼児教育支援センター」について、内容と目的、
実施時期等がまとまったのであれば市民に示すべきと
考えるがどうか。

１ 学校教育に
ついて

２ 救急車両の
閖上出張所への
配備について

質問の要旨

(1)昨年秋以降の100年に一度といわれる経済の大不況
による影響が本市においても大きくなっている。市内
にある障がい者施設運営に対する現状認識について伺
う。

(1)現在、本市において３台の救急車両が整備されて
いるが、市内全体の地域バランスを見て海岸沿い地区
（閖上、下増田等）へ配備を進めるべき。

(1)特色ある学校づくりについて、各学校における内
容を広くアピールするべき。また、その結果について
も公表し、今後の取り組みに向けた協力を広く得られ
るようにするべき。さらに、充実のために必要な予算
を確保するべきと考えるがどうか。

(2)少人数学級編成についての認識と、市費による教
員採用を図るべきと考えるがどうか。
(3)不登校の児童・生徒の実態と、その解消へ向けた
支援体制を明確にするべきと考えるがどうか。

(1)市役所へ自転車・バイク等で来庁する方のため、
市役所正面入口付近に駐輪場を設置するべきと考える
がどうか。

(2)消防職員体制の更なる充実を目指し、各地域での
市民の安全安心を図るべき。

１ 障がい者支
援事業について

(2)障がい者施設で製造される商品や作品の販売増、
あるいは、作業工賃増を目的とし、市、関連団体での
使用、利用を積極的に支援すべきである。
(3)施設利用者の方々の生きがい対策や社会参加のた
めにも、各施設と連携協力し新商品の開発や新職場の
開拓を進めるべき。

(1)文部科学省と各都道府県教育委員会で取り組んで
いる「子供パークレンジャー事業」について教育委員
会として積極的に取り組むべきと考えるがどうか。

(1)福祉タクシー利用料等助成事業について、歩行が
困難である身体障がい者３級の視覚・下肢・体幹機能
障がいの方、精神障がい者２級の方も対象とするべき
と考えるがどうか。

(2)高齢者の方が安心して自宅で生活できるようにバ
リアフリー化などの住宅改修について、介護保険を超
える部分への補助を行うべきと考えるがどうか。
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順
位

質問事項
答 弁 を
求める者

備 考質問の要旨

３ 改正学校教
育法への対応に
ついて

教育長

教育長
教育長

４ 教員補助者
について

市　長

教育長
教育長

４ １１番 　小野寺美穂

市　長

市　長

市　長

２ 市職員採用
で雇用の確保を
について

市　長

市　長
市　長

５ １４番　丹野　政喜

教育長

教育長

(2)学校教育における心の教育の充実として道徳教育
をどのように授業に取り入れていくのか。道徳教育の
テーマとして規範意識を持たせるために、日本人の原
点である「恥」を知るということを取り上げるべきと
考えるがどうか。

(1)市内小中学校へ配置している「教員補助者」の役
割について具体的な内容はどうか。教員のさまざまな
負担軽減になっているとすれば「教員補助者」の増員
を図るべきと考えるがどうか。

(1)小泉構造改革路線により自治体の正職員は減り続
けている。嘱託、臨時への置きかえを行わず、正職員
の雇用を進めるべきである。

１ 介護保険制
度について

３ ごみ最終処
分場について

(1)市の基本構想はどのようなテーマとなるのか。

(1)学校における組織運営体制及び指導体制の一層の
充実を図るため、平成19年６月の学校教育法の改正に
より制度化された「主幹教諭」及び「指導教諭」の職
を平成21年４月１日設置するとされているが、具体的
な県の方針は示されたのか。

(1)介護認定の新方式について影響をどのように想定
しているのか。
(2)厚生労働省のモデル事業の検証をどう認識してい
るか。
(3)認定の軽度化に拍車がかかり利用者に不利益をも
たらすと予想される。市としてサービス低下とならな
いよう独自の手だてをとるべきである。

(1)住民説明会は全市内で複数回行うべき。
(2)市民からの意見に応え反映させるべき。

(2)名取市としての対応と取り組み体制はどうか。

５ 市の教育基
本構想について

(3)学校運営がよりよくなるのであれば早急に取り組
むべきと考えるがどうか。

１ 学校教育に
ついて

(1)名取市の子供たちを取り巻く教育の現状をどう把
握しているか伺う。評価すべき点と課題は何か。ま
た、その現状を踏まえ、いま最も必要な方策は何だと
考えているのか。

(2)「教育活動の充実と特色ある学校づくりの推進」
を市の重点施策にしているが、各学校の主体性を重視
し、学校裁量によって特色ある教育活動を財政面で支
援する事業を立ち上げるべき。
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順
位

質問事項
答 弁 を
求める者

備 考質問の要旨

２ 街路灯につ
いて

市　長

市　長

市　長

６ ２番　大沼　宗彦

市　長

市　長

市　長
市　長
市　長
市　長

市　長
市　長

市　長

市　長

市　長

市　長

市　長

教育長

教育長
教育長
教育長

７ ２０番　星居　敬子

市　長

(5)生活困窮者に機敏な支援策をすべき。

(3)新卒者の雇用を強力に進めるべき。

(3)国・県の助成事業を活用した市の具体的対策を進
めるべき。

(2)子育て支援は、安定した職員雇用で進められるべ
き。

１ 子供たちを
育てる環境づく
りについて

２ 住宅等の耐
震診断・耐震改
修のスピ ード
アップのために

４ 小学校英語
教育の移行期間
の指導について (2)市内11校の小学校にＡＬＴの確保をすべき。

(3)英語の堪能な地域の方々の応援体制を作るべき。
(4)教材備品の整備など財政的裏づけを進めるべき。

３ 安心・安全
な児童センター
の運営のために

(1)小学校英語教育の移行期間を推進する基本方針に
ついて伺う。

(1)保育所の問題解決のため、今年度一年間どのよう
な働きかけを行ってどう変化したのか。

(2)誘致企業の仙台ニコン、パナソニック仙台への雇
用確保の働きかけをすべき。

(6)年度末に向けての緊急対策を政府に求めるべき。

(1)年度末に向けての市の雇用と経済対策の具体的見
通しについて伺う。

(2)耐震診断と耐震改修の対象物件の規模拡大とス
ピードアップを図るべき。

(1)臨時、非正規職員に支えられている児童センター
運営を改めるべき。

(3)児童の定員増に見合う施設設備の充実をすべき。

(4)地元建設業・工務店への発注で雇用景気対策を進
めるべき。

(1)住宅の耐震化の現状をどうとらえているか伺う。

(2)商店街街路灯は設置後20年以上が経過している
が、街路灯の耐用年数や安全性をどう考えているの
か。
(3)現状では商店街街路灯は、交通安全街路灯であ
る。このままでは、その機能さえ維持できない。地域
の実態に合わせて街路灯補助金交付要綱を見直すべき
である。

(4)中小企業への支援策を進めるべき。

１ 緊急雇用経
済対策で市民の
雇用と経営を守
るために

(1)市が直接管理する交通安全街路灯と、街路灯補助
金要綱により商工会等が管理している街路灯の基数、
維持管理費、修繕等の20年度末の現状を伺う。また、
補助金交付要綱により管理されている街路灯の修繕等
は、どう把握しているのか。
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順
位

質問事項
答 弁 を
求める者

備 考質問の要旨

市　長

市　長

市　長

市　長

市　長

市　長
教育長

２ 市民の命と
健康を守るため
に

市　長

市　長
市　長

３ 生活保護に
ついて

市　長

８ １９番　今野　栄希

１ 都市計画情
報について

市　長

市　長

２ 地球温暖化
防止について

市　長

市　長

市　長

市　長

(1)仙塩広域都市計画名取市都市計画総括図25,000分
の１、10,000分の１、地形図及び都市計画図（都市計
画道路を表示）2,500分の１等を更新しデジタル化を
図り、併せて市道路線や公共施設の位置及び各種防災
情報を一元化すべきである。

(2)平日・夜間急患体制をつくるべき。
(3)新型インフルエンザ対策として、市としてのこれ
までの取り組み状況と今後の行動計画を具体的に伺
う。（拠点病院、医療体制や関係者の防護体制、保育
所・幼稚園・学校体制、市役所内の対応、予防接種の
順位や薬の備蓄、企業集客施設対策、市民の外出規制
や家庭でのマニュアル、各戸への周知方法等）

(2)都市計画情報（用途地域検索等）をデジタル化し
インターネット提供サービスを図るべきである。

(3)公用車を環境対応型のクリーンエネルギー低公害
車（ハイブリッド車等）に切りかえるべきである。

(2)太陽光発電システムを公共施設や街路灯、防犯灯
等に積極的に導入すべきである。

(6)新しい臨空都市の街に児童センターを開所すべき
である。

(3)親が安心して育てられる保育所の整備は市の責任
と考える。今後のまちづくりの人口増等を考えると需
要予測から何名くらいの定員増が必要になると考えて
いるか。

(1)生活保護に至るまでの申請中の生活を支えるため
の貸付制度をつくるべき。

(7)公立幼稚園のあり方を見直すべきではないか。

(5)ハードだけではなく、更に補完機能として企業内
保育や保育ママ制度など独自事業が必要と考えるがそ
の取り組みは。

(2)来年度入所がすぐスタートするが、保育所の実態
とそれについて市としての見解は。

(4)問題解決のため、今後着実な計画的取り組みが一
番だと考えるが策定への見直しは。

(1)女性の健康を守るために一生を通じた健康に関す
る事項を記録できる健康手帳の役割を果たすパスポー
トをつくるべき（発行）。

(4)太陽光発電の製造工場、材料メーカー、研究所の
市内進出を積極的に働きかけるべきである。

(1)家庭用太陽光発電システムの設置太陽熱利用設備
及び家庭用燃料電池を購入した際、市独自の助成及び
融資制度を確立すべきである。
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順
位

質問事項
答 弁 を
求める者

備 考質問の要旨

市　長

４ 道路のセッ
トバックについ
て

市　長

市　長

市　長

市　長
市　長
市　長

市　長
市　長

市　長

市　長

市　長

８ 職場内の改
善について

市　長

市　長

９ 社会体育の
推進について

市　長

10 体力調査に
ついて

教育長

教育長

教育長

(1)職場内の清掃（トイレをも含む）は職員自ら行う
べきである。

(3)市独自の体力向上対策として、体力増強のための
運動量の確保等々事業計画書を各学校に提出させ実践
させるべきである。

(1)法定外公共物（里道・水路等）の払い下げを進め
るべく情報提供をすべきである。

(2)窓口に訪れる市民を「お客様」付で呼ぶ接遇を心
がけるべきである。

(4)離職の非正規労働者（解雇・雇い止め）に市営住
宅を低額で提供すべきである。

(2)市内小中学校の体力調査結果は県内及び他県と比
較し、どの程度なのか、また、学校での特徴があるの
か、検証のほどを伺う。

(1)検診受診率は過去と比較してどうなのか。
(2)現行の特定検診を個別検診にすべきである。

(1)仙台市は建築基準法第42条第２項に該当する４
メートル未満の道路のセットバックに関し、仙台市に
セットバック部分を寄付する際には分筆費用を市が負
担している。狭隘道路の整備促進のため、本市も導入
すべきである。

３ 法定外公共
物の払い下げに
ついて

６ 検診及び医
療体制について

７ 緊急雇用経
済対策について

(3)中小企業振興資金融資の限度額の上乗せ拡大（開
業資金、経営安定資金、緊急安定資金）及び利子補給
を図るべきである。

５ 医療費（薬
剤費）の抑制に
ついて

(1)国民健康保険税の市民１人当たり負担額は過去と
比較してどうなのか。

(1)子どもから高齢者まで自然の中で手軽に楽しめる
パークゴルフ場を開設すべきである。

(1)市単独事業を前倒し発注すべきである。

(5)本市に公共職業安定所（ハローワーク）を誘致す
べく県に働きかけるべきである。

(2)後発医薬品で安価なジェネリック医療品を普及さ
せるべく啓発啓蒙すべきである。

(3)妊婦健康助成金を最大の14回まで増やすべきであ
る。

(2)無利子、無保証人で10万円を限度に借用できる緊
急小口金制度を採用するよう県社会福祉協議会に働き
かけるべきである。

(1)「全国体力・運動能力・運動習慣調査」の結果を
開示公表し、体力向上に役立てるべきである。
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順
位

質問事項
答 弁 を
求める者

備 考質問の要旨

教育長

教育長

12 国歌につい
て

教育長

９ ８番　人見　弘志

市　長

市　長

２ 道州制導入
について

市　長

１０ ３番　森　良二

市　長
市　長

市　長

市　長

市　長

１１ ６番　髙橋　史光

１ 経済不況対
策について

市　長

市　長

２ 定額給付金
について

市　長

市　長

市　長

市　長

市　長

４ 市制施行50
周年記念事業の
今後の活用につ
いて

市　長

(1)非正規社員等の雇用解約による市内企業の雇用状
況は。

(2)定額給付金を辞退する方などに福祉や教育等の基
金に寄付の呼び掛けをしてはどうか。

(1)児童・生徒に対して国歌「君が代」斉唱の指導は
どのように行っているのか。

(2)正規採用の年齢制限を拡大すべき。

(1)推薦年齢70歳未満、再任の場合３期６年という限
度とした理由は何か。
(2)推薦年齢70歳未満という基準を撤廃すべきであ
る。

(1)臨時雇用だけでなく、正規雇用の前倒しもやるべ
き。

(1)拙速な導入は中央集権を強めるおそれがあると思
うが、市長の見解は。

(1)定額給付金の支給による給付事務などの体制づく
りやスケジュールについて。

(3)定額給付金の支給に合わせ、市内の経済効果を高
めるための支援策を講ずるべき。

(2)効率化を図るためにオンライン手続ができる電子
申請を構築すべき。

(1)「市勢案内ビデオ」をホームページ版でもＰＲ活
用すべき。

２ 農家経営安
定のための生産
調整推進につい
て

11 公民館長候
補者推薦の基準
について

(1)市内企業の製品を市施設全体で利用すべき１ 不況下にお
ける市内立地企
業支援について

(2)支援策を講ずるべき。

１ 雇用問題に
ついて

(1)スムーズな受付処理や個人情報保護からも整理番
号札発行方式を導入すべき。

３ 窓口業務に
おける市民サー
ビス向上につい
て

(3)円滑な推進を図るために市と農協とで仮称生産調
整推進事務センターを設立すべき

(1)見直しが始まる生産調整について市としての基本
的な考え方を伺う
(2)転作不利地と転作可能な圃場整備地との連携を図
りそれぞれの優良農地の有効利用を促進できる名取方
式を確立すべき

(2)市民に対しての利用促進啓蒙措置を講ずるべき
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順
位

質問事項
答 弁 を
求める者

備 考質問の要旨

市　長

市　長

１２ １７番　山口　實

１ 職住近接型
まちづくりにつ
いて

市　長

市　長

市　長

市　長

市　長

２ 定額給付金
の支給について

市　長

市　長

市　長

市　長

消防長

消防長

消防長

１３ １番　大沼　敏男

市　長

教育長
市　長

２ 快適な都市
環境づくりにつ
いて

市　長

(2)小中学校での禁煙教育について。

(2)救命士の増員（女性救命士含む）を図らねばと考
えるが「救命士養成専門学校」などに働きかけるべき
では。

(2)市内でしか利用できない、支給額に上乗せした額
面の商品券を独自策として検討すべきでは。

(1)救急救命業務の向上を目指す上で、救急救命士の
有資格者採用を提案したが、どのように対応されたの
か。

(1)公約の一つである職住近接型まちづくりの大きな
柱となる企業誘致は現在どのような状況となっている
のか。

(5)事務系の企業や情報通信関連企業の誘致促進を図
るべきと考えるが。

(4)将来を展望した誘致活動を考える時、大企業の誘
致ができる工業団地を新たに造成すべきと考えるが。

(2)市民が市内の職場で働く労働者は、30数％といわ
れているが、働ける環境を創出すべきと考えるが。
(3)企業立地奨励金など優遇措置は実施されている
が、３年間法人税の免除をするなど、新たな方策を講
ずるべきでは。

(3)応急的な対応として、「Ｐ・Ａ連携方式」による
救急活動を実施しているが、その成果と実態は。

(1)本市としての施行に向けての取り組みはどのよう
に考えているのか。

(3)名取市内において歩行禁煙とすべきと考えるが。

(1)「生活支援」「景気対策」を目的として定額給付
金が支給されようとしているが効果を反映させる方策
は考えているのか。

(3)「貞山運河フェスティバル」の更なる活用に名取
市・仙台空港・岩沼市を連結した「運河サイクルロー
ド」の推進を。

(2)「なとり100選めぐり」を地区別、項目別などのナ
レーション編集映像やＤＶＤ等で公共施設等で広く活
用すべき。

(1)20年から取り組んでいる公共サイン事業の進渉状
況について。

(4)住宅用火災警報器の設置義務は、平成20年５月末
日であったが設置状況をどのようにとらえているの
か。

１ 改正健康増
進法施行に向け
て

３ 市 民 の 安
全・安心を支え
るために

(5)正確な数字を把握する手段を考え、全世帯設置に
努めるべきと考えるが。
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順
位

質問事項
答 弁 を
求める者

備 考質問の要旨

市　長

市　長
市　長

市　長

１４ １２番　郷内　良治

市　長

市　長
市　長
市　長

市　長

市　長

市　長

教育長

教育長

市　長
教育長

１５ １０番　太田　稔郎

教育長
市　長

市　長
市　長

市　長
市　長

１６ ２１番　相澤　雅

１ 不況対策に
ついて

市　長

市　長

(1)農政の現場に職員が足を運ぶべき

２ 地場産品を
利用した学校給
食について

(3)水田農業推進協議会のあり方を整理すべき

(2)大豆バラ転が集団とみなされず個人転作になった
原因と再発防止を図るべき

(1)愛島にある最終処分場跡地の利用の考え方につい
て

２ 農業政策に
ついて

(5)本庁舎におけるロビーや食堂を市民が快適に使え
るようなコミュニティスペースとして改善すべきと考
えるが。

(2)使用する上で、快適とは言いかねる公衆トイレが
あるが、改善の計画があるのか、あるとしたらその内
容について。

(4)平成24年度までは焼却場の予熱利用をしている
が、その後の愛島老人憩の家の運営の見通しについて

(3)市役所本庁舎内の美化について。
(4)本庁舎におけるポスター、看板類のデザインにつ
いてどのように考えているのか。

(2)今後の取り組み方、進め方について

(1)不況による緊急経済・雇用対策本部を設置した
が、その内容と対策について
(2)雇用対策について

１ 愛島地域に
かかる施策の進
め方について

(5)愛島診療所跡地利用をどのように考えているの
か。

(1)地場産品の利用が進まないことをどうとらえてい
るのか。

(6)地域住民も利用出来る研修所を建設する話があっ
たがその後どのようになっているのか。
(7)塩手中道線、県道交差点に信号機設置の陳情を平
成12年に出しているがその後の経過はどのようになっ
ているのか。
(8)名取一中に通う生徒は信号機のない所を横断して
いるが、通学路の安全確保についてどのように考えて
いるのか。

１ 災害対策に
ついて

(1)学校に緊急地震速報システムを設置すべき

(2)これから建設する給食センター内に地場産品を取
り扱いやすいように工夫や手立て等の考えはあるの
か。

(3)完了をいつまでと考えているのか。

(4)転作奨励金を確保すべき

(2)災害時の要援護者に対するボランティアの育成を
行うべき
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順
位

質問事項
答 弁 を
求める者

備 考質問の要旨

市　長

市　長

市　長

(4)商店街対策として、空き店舗の活用や定額給付金
の消費へと導く政策は。
(5)市内業者対策として、庁内利用の物品は地元商店
から調達し、市発注の仕事は地元に発注すべきと考え
るがどうか。また、対策事業として、修理工事等仕事
の創造についてはどうか。

(3)居住対策として、空き家政策をとっている市営住
宅の活用は。
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